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九州大学教育社会学研究集録 第 12号 2010年

高校生の職業・教育期待における階層差の生成メカニズム

-PISAデータによる検討一

Generating Mechanisms of Class Differences in 

Expected Occupation and Education of High School Students 

荒牧草平

1. 関心と目的

高校生の職業期待や教育期待の階層差はなぜ生じるのだろうか。この間いへのアプロー

チは様々に存在しうるが、ここでは＜親の地位からの下降移動を回避しようとする意思＞

に着目した説明を中心とした、諸仮説の説明可能性を検討してみたい。

こうした説明のベースになったのは、教育達成の階層差を説明するために、 Breenand 

Goldthorpe ( 1997：以下 BG97）が提示した相対的リスク回避（RelativeRisk Aversion : 

以下 RRA）仮説である。 RRA仮説のキーとなるアイディアは、人々が自分の階層（父親

の職業）を基準として、そこからの下降移動とならないような職業を希望し、その職業へ

の到達を可能とする教育選択を行うというものである。つまり、図 1に示したように、親

の職業（階層的地位）を参照した下降移動回避の心理（RRA心理）に基づいて職業期待が

形成され、その職業へ到達するのに必要な教育水準を期待するという因果連鎖を想定して、

教育達成の階層差を説明する仮説である。

階層的地位｜× IRRA心理｜

図 1 RRA仮説の論理

この仮説が、現代の日本社会における青少年の職業・教育期待における階層差の生成メ

カニズムを上手くとらえているか否かを検討するには、し1かなる分析戦略が有効であろう

が。まず、ほとんどの者が高校へ進学している現実を考慮すれば、考察対象とする行為者

は高校生が望ましいだろう。この場合、仮説が成立するには、高校生が父親より下の階層

とならない職業を期待することが、まずもって必要な条件となる。したがって、そうした

関連が認められるか否かを確認するのが、第 1の課題となる。

なお、 BG97は必ずしも実際の個々人の行為選択の説明を目指した訳ではなく、現象の
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背後にあるメカニズムを合理的選択理論の枠組からモデル化したものである。したがって、

行為者の意識に立ち入って、こうした検討を試みることは、 BG97の意図とは異なるとも

言える。とはいえ、実際の行為者の主観に照らして妥当しなければ意義は低いとも言え、

そうした側面からアプローチすることも大いに意味があると考えられる。実際、 RRA仮説

の検証を試みたと主張する研究にも、行為者の意識を直接に測定したデータに基づくもの

が既に多数ある（Becker2003 ; Van de Werfhorst and Hofstede 2007 ; Stocke 2007な

ど） 1。ここでも、行為者の主観的な意識に着目して検討してみたい20

ところで、高校生の主観的な意識の側面に着目した研究を参照すると、図 1の関連を前

提とした説明には少なくとも 2つの意味で疑問符がつく。第 1の疑問は、高校生の主観に

おける教育期待と職業期待は相対的に独立したものではないかというものだ。先述の通り、

RRA仮説の論理は、地位達成を最終目標とした教育達成という見方に基づいている。確か

に、現代社会の職業達成には学歴が大きく関与しているから、両者の強固な結びつきを想

定するのは常識的な考え方だと言える。ここから高校生の職業希望に着目した過去の研究

においても、こうした枠組（学歴＝地位達成モデル）に沿った解釈が主流であった。しか

し、この点を疑問視する研究によれば、少なくとも高校生の主観的な意識においては、職

業期待と教育期待の聞に「学歴＝地位達成モデル」が想定するほど強固な結びつきはない

ことが明らかとなっている（荒牧 2001）。

もう 1つの疑問点は、高校生が進路選択時に準拠する価値志向性に関連する。学歴＝地

位達成モデルでは、高校生の希望職業を地位達成の観点からのみとらえていたが、現代の

高校生の職業期待が、自己実現志向など社会経済的な地位達成とは別の基準にも影響され

るとの報告もある（荒牧 2001；片瀬 2005など）。

以上の結果は、 RRA仮説の想定する因果連鎖（図 1）が、少なくとも現代日本の高校生

の主観的な職業・教育期待の形成状況とはそぐわないことを示唆している。ただし、これ

らの知見は、高校生の期待形成過程を、あくまで彼ら自身の主観的な心理の側面からとら

えたにすぎず、期待形成の階層化については問われていない。一方、結果的に高校生の表

明する教育・職業期待に階層差が認められるのであれば、その形成に階層的背景が何らか

の形で関与していると考えなければならない。つまり、 RRAメカニズムは、高校生の主観

的な期待形成を解釈する枠組としては妥当性が低いかもしれないが、期待の階層差生成を

上手く説明する余地は残される。したがって、この観点からの検討を第 2の課題としたい。

以上の考察は、日本社会を念頭においているが、他の国ではどうなのかも気になるとこ

ろである。 RRA仮説自体は普遍的な理論を構想したものであろうが、その基本的な発想は、

ヨーロッパ社会での観察に基づいており、これを実証データによって検証する試みも、主

としてヨーロッパ社会の個別の国を対象として進められてきた（Needand De Jong 2000, 

Davis, Heinesen and Holm 2002, Van de Werfhorst 2002, Becker 2003, Breen and Yaish 

2006, Van de Werfhorst and Hofstede 2007, Stocke 2007, Holm and Jmger 2008など）。

-2-



ここで、日本社会を含めて、複数の国々を対象に同一の設計による調査データに基づいて

比較研究を行えば、この仮説の妥当する範囲について一定の判断が可能となる。本稿では

後述の理由により PISA調査のデータを用いて分析を行うが、幸い PISA調査は様々な国

において相互の比較が可能となるよう設計されており、調査対象国の中には先行研究によ

って RRA仮説の検証が行われた国々も含まれている。したがって、それらの国々を対象

にした比較分析も補足的に行うこととする。

2. 相対的リスク回避（RRA）仮説

BG97の提示した RRA仮説とは、教育不平等の生成メカニズムを、個人の合理的な意思

決定の観点から説明する試みである。人々は自分の子どもが自分より下の階層（職業）に

なる確率を最小化するような教育選択（educational choice）を行うというのが中心的な

アイディアと言える。これは親の階層を基準とした相対的な下降移動のリスクを回避しよ

うとする点に着目した考え方であるため、相対的リスク回避仮説と呼ばれる。

BG97のモデルは、階層による文化や規範の違いではなく、社会的位置に応じた費用と

利益と成功確率の評価に基づく合理的行為による階層差生成に着目するのが特徴である。

階層差生成の観点からみたポイントは、下降移動の回避意識（図 1の「RRA心理」）はど

の階層でも同じだが、基準となる出身階層（図 1の「階層的地位」）が異なるため、結果

としての合理的な教育選択に差が生じると考える点にある。

RRA仮説のもう 1つの重要なポイントは、あくまで「職業」の下降移動回避を根拠とし

て、教育選択における階層差生成に注目した仮説だという点にある。ところが、 RRA仮説

の実証を試みたと主張する先行研究には、データ上の制約という消極的な理由から、「職業」

でなく「学歴」の下降回避傾向を検証するに留まっている物が多い。こうした世代間での

学歴継承における RRA的傾向は、古川（2006）にならい、「学歴下降回避」傾向と呼ぶこ

とにしよう 30

なお、どちらも＜親の地位からの下降移動を回避しようとする意思＞に着目しているの

で、その意味では両者をまとめて相対的下降回避説と呼ぶことができる。ただし、職業期

待と教育期待の形成は互いに重なりを持ちつつも相対的に独立したメカニズムによって形

成されている可能性もあるので、本稿では、両者を区分した上で、それぞれと家庭背景と

の関連を探って行くこととする。

3. 諸仮説に対応した具体的な分析課題

RRA仮説では、上記の通り、「親の職業→職業期待→教育選択」という因果関係を想定

している。高校生の教育・職業期待形成から見たポイントは、それが親の職業を基準とし
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た下降移動回避の観点から形成されると考える点にある。この場合、親の職業と生徒の期

待する職業は、必要とされる学歴水準にしたがって序列づけられたものとして想定されて

いる。したがって、この仮説が正しければ、費用や成功確率に関連する変数、および他の

先行研究で重要視されてきた諸変数をコントロールしでも、父職と高校生の職業期待には、

RRA 心理を反映した序列的対応関係が認められるはずである。例えば、父職と高校生の職

業期待を学歴水準の低い物から順に、 Cl、C2、C3とカテゴライズしたとすると、以下の

ような関連を示すと期待される。親の学歴と高校生の教育期待の関連においても、同様の

ことが言える。したがって、こうした関連が認められるか否かを検討するのが相対的下降

回避説の説明可能性を検討する主な分析課題となる。

イ. C3の出身者は、他の変数を統制しても、 Clや C2の出身者と比べ、 C3を期待す

る。

ロ.C2の出身者は、他の変数を統制しでも、 Clの出身者と比べ、 C2を期待するが、

C3までは期待しない。

ハ. Clの出身者は、他の変数を統制しても、 C2や C3の出身者と比べ、 C2や C3を

期待しない。

しかし、上記のような理解とは異なり、高校生の職業期待と教育期待は、別々のメカニ

ズムによって形成されている可能性もある。荒牧（2001）は、高校生の職業期待について

以下のような指摘を行っている。

①教育期待は学力やトラッキングの制約を強く受ける一方、職業期待はあまり制約を

受けない（就業までの時間的な遠さ、就業条件やプロセスおよび職業内容に関する

知識の不足等のため）ので、職業期待には職業に対する夢や希望が相対的に強く反

映されている可能性がある。

②実際に自己実現志向など、社会経済的な地位達成とは別の基準にも影響されるとい

う分析結果が得られている。

③そもそも全体に専門職希望が多い。

まず、③の事実のみをもって、父職を基準とした RRA傾向が、高校生の職業期待を形

成する主な要因だとは考えられないという主張が成り立ちうる。しかも②のように、職業

期待には自己実現の観点から形成される側面があるから、学歴＝地位達成の枠組みに留ま

る RRA仮説では、高校生の職業期待形成を上手く把握できないのではないかと考えられ

る。

ただし、職業期待に階層差が認められるとすると、夢や希望の形成（①）に階層的背景
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が関与している可能性もある。つまり、 RRAメカニズムは、高校生の職業期待形成の解釈

枠組としては妥当しなし、かもしれないが、職業期待における階層差の説明には妥当する余

地が残される。

とはいえ、夢や希望の形成に対する出身階層の影響は、 RRAメカニズムに限られると考

える必要はない。この点に関しては、むしろ文化的背景の影響を指摘する研究、とりわけ

Bourdieuの文化資本論（Bourdieuet Passeron 1970 ; Bourdieu 1979）に基づく研究が

積み重ねられてきたと言える。したがって、そうした影響についても検討しておく必要が

あるだろう。ちなみに、アムステルダムの中等学校生を対象とした調査データを用いて、

RRA仮説と文化資本仮説の妥当性を検討した Vande Werfuorst and Hofstede (2007）は、

Boudon (1973）の IEOモデルにおける 1次効果には文化資本のみが、 2次効果には RRA

傾向のみが作用すると報告している。なお、 IEOモデルとは、教育における不平等が「文

化的遺産のメカニズム（1次効果）」と「社会的位置に応じた決定のメカニズム（2次効果）」

という 2つのメカニズムによって生じるとするものである 40

ところで、職業期待と教育期待では、その形成メカニズムに差異があるとするなら、教

育期待の階層差についてはどのように考えればよいだろうか。まず、わが国の教育達成に

おいては、進学先の高校によるトラッキングが強いことが繰り返し指摘されているから、

高校生の教育期待形成は、在籍高校のトラックから導かれる成功確率による制約を強く受

け、主体的な選択の余地はーしたがって、そこに階層の関与する余地も－小さいと予想

される。ここから、家庭背景の影響は主として進学先の高校を決定するまでに関わると想

定したとしても道理と言えよう。しかしながら、各地の高校生に対する意識調査のデータ

に基づき、教育期待の階層差を分析した諸研究（樋田ほか 2000；尾嶋 2001；荒牧 2002;

片瀬 2005など）は、高校ランクなどをコントロールしでも、階層の直接的な関与が少な

からず観察されることを報告している。したがって、わが国の高校生の教育期待を問題に

する場合でも、職業期待と同様にして、出身階層の直接的な影響を検討する余地がある。

なお、 BG97のモデルでは、職業期待の形成を前提として教育期待（教育選択）をとらえ

ており、〈職業に関する下降移動の相対的リスク〉を回避しようとすると解釈していた。し

かし、教育期待の形成においては、親の学歴に準拠してく学歴の下降移動）を直接的に回

避しようとする学歴下降回避心理が作用している可能性がある。こうした理解の妥当性に

ついても検討してみよう。

4. 分析方法

4. 1.データ

青少年の主観的な期待形成において学力要因は重要な役割を担っていると考えられ、

RRA仮説でも成功確率を表す指標としてモデルの重要な要素とみなされている。しかしな
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がら、高校生の期待形成を扱った従来の研究の多くは、特定の地域を対象とした調査デー

タに基づいており、学力に関する情報も主観的評価に限られる場合が多かった。一方、本

稿で用いる、 OECDの実施した PISA調査のデータは、各国の 15歳の生徒（日本では高

校 1年生）を代表するような調査設計に基づいて収集されており、また生徒の客観的な学

力に関する情報が利用できる。これに加えて、親の階層的地位に関する情報も豊富に含ま

れている点、および他の国々においても調査がなされており、相互の比較が可能となるよ

う設計されている点も PISAデータの大きなメリットと言える。

なお、職業期待に関する質問項目は PISA2006にのみ、教育期待については PISA2003

にのみ含まれているので、職業期待の分析には前者を、教育期待の分析には後者を用いる

ことになる。調査時点に 3年間のズレがあるため、異なる生徒集団を母集団とすることに

なるが、どちらの調査も 15歳の生徒全体を代表するよう入念に設計されており、この聞

にその性質が大きく変化したとも考えにくい。したがって、本稿の分析課題を検討する限

りでは、どちらも現代の高校生に対する調査の結果として同様に扱うことに大きな支障は

ないと考えられる。

4. 2.職業（期待）の分類

RRA仮説の観点から高校生の職業期待と親の職業階層の関連を検討するには、就業に必

要とされる学歴水準にしたがって職業をカテゴライズする必要がある。幸い PISAデータ

では親の職業および高校生の職業期待に ISCO(ILOの国際標準職業分類）コードが付与

されている。 ISCOコードは必要とされる学歴水準（スキル・レベル）にしたがって大分

類が作られているので、これを用いて分類を行う（2005年社会階層と社会移動調査研究会

2007）。ただし、管理職には様々な学歴レベルが混在しており学歴水準は定義されていな

いので別カテゴリーとする。また、 ISCOコードでは必要とされる学歴水準について中等

学歴レベルと初等学歴レベルを区分しているが、日本では義務教育が中学校（前期中等レ

ベル）までと両者を区分する必要がないため、初等レベルと中等レベルは統合する。

上記にしたがって、「1：管理職J「2：専門職（4年制大学レベル） J「3：準専門職（短大・

専修学校レベル）」「4：その他（初中等レベル）」の 4分類を作成した。 2～4については必

要とされる学歴水準に関して序列があるので、 RRA仮説が正しいならば、 3節で述べたイ

～ハの関連が認められるはずで、ある。

4. 3.その他の変数

－親の学歴と高校生の教育期待：親の学歴と高校生の教育期待は「中学J「高校」「短大・

高専」「大学・大学院」の 4段階に分類した。

－家庭の資源圃資本：経済的資源については、これに関する合成変数として予め PISAの

データセットに含まれている「wealthJ 変数5を、文化資本変数としては、「文学作品」
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「詩集」「美術品」の有無および「本の数」の 4変数の主成分得点を用いた。

－成功確率：成功確率に関する変数として、「学力」と「学校ランク」を用いる。「学力J

の指標としては、読解力・数学的リテラシー・科学的リテラシーの 3科目に関する学習

到達度調査の得点（推定値）の主成分得点6を、学校ランクは前記の主成分得点の学校平

均を元に 6つに層化した変数7を用いた。

－その他の統制変数：女子ダミー。職業科高校ダミー。学校所在地の人口規模80

5. 分析結果

5. 1.父親の職業と子どもの職業期待の関連

はじめに、父親の職業と子どもの職業期待の関連を確認しておく。図 1は父職別にみた

高校生の職業期待の分布である。 3節に引用した③の指摘と同様に、全体として「専門職」

を期待する者が多く、父職「その他J層をのぞくと「専門職Jの選択率が最も高い。その

意味では先の指摘通り、父職を基準とした RRA傾向が、高校生の職業期待を形成する主

な要因だとは考えにくい。しかし、職業期待に階層差が認められるのも事実なので、そう

した違いが RRA傾向によって説明できるかどうか、多変量解析によって確認してみよう。

｜図管理職回専門職圏準専門職口そーの他｜

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

職

職

職

他

理

門

門

の

管

専

専

そ
準

父
親
の
職
業

・40・

:28・

・38・

図 1 父職別にみた高校生の職業期待

5. 2.職業期待の多項ロジット

表 1は、先に示した諸変数を統制した場合の父職と高校生の職業期待の関連を調べるた

め、多項ロジットモデルを適用した結果である。従属変数（高校生の職業期待）は「その

他」を基準に示しである。父「専門職」層は、他の変数をコントロールしでも「専門職J

を期待する傾向が強く、 RRA仮説に合致している。ただし、それは父職「その他Jを比較

基準とした場合であり、「準専門職J層を基準にとって計算し直すと（表 1の右端列）成

立しなくなる。また、父「準専門職J層は「準専門職Jを期待する傾向が強くない。これ

らの結果は RRA仮説の想定と一致しない。
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なお、「管理職」層は他の変数をコントロールしでも「管理職」を期待する傾向が有意で

「管理職」層に関しては、父親と同じ職業階層を期待する「専門職」層とここから、ある。

傾向があると指摘することができる。ただし、「準専門職」層ではこの傾向が認められない

父親と同じ職業階層を期待する傾向があるとは言えない。一般に、ので、

は、大学進学機会の階層差を成立させるメカニズムとして、親吉川（2006)ところで、

の職業を基準とした RRA仮説よりも、親の学歴を基準とした学歴下降回避説が有効なの

また社会意識一般に対しては、職業階層よりも学歴階層の説ではなし1かと主張している。

高校生の職業期待の階層性も、親ここからは、明力が高いという分析結果も示している。

そこで父職の代わりに父学歴の職業でなく学歴に強く規定されるとの推測が導かれうる。

をモデルに投入してみたところ、表 2に示したように父学歴の効果はいずれも有意とはな

この結果は、成人の意識を想定した吉川の主張が地位達成過程にある高校生

には必ずしもあてはまらないことを示すとともに、職業期待と教育期待を切り分けて考え

るべきであるという本稿の立場を支持するものと言える。

らなかった。

職業期待の多項ロジット
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なお、どちらの場合にも、経済資本の効果は認められないが、文化資本は統計的に有意

な効果を持っていることが確認できる。その効果が「管理職」への期待で最も大きい点は、

Bourdieuの想定とは異なるが、本稿の分析に用いた文化資本指標が、高校生の職業期待

に対して、独自の効果を持っていること自体は明白と言える。

5. 3.教育期待の多項ロジット

上記の通り高校生の職業期待を RRA仮説の論理で解釈するのは困難であったが、教育

期待は父学歴を基準とした学歴下降回避説によって解釈できるだろうか。

表3 学歴期待の多項ロジット

短大・高専 大学・大学院

学力
女子ダミー
経済資本
文化資本
学校ランク
職業学科ダミー
都市規模
父親の学歴

高校 • 33 * . 37 * 
短大・高専 • 72料 . 54 * 
大学・大学院 • 69林 1. 35料

定数 -.97料 -1. 58料

Pseudo R2 =. 269 基準カテゴリーは「高校J。

N=3,427 ** pく.01 * pく.05 + pく.10

. 08 ** 

. 93 ** 
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表 3は、従属変数を職業期待から教育期待に切り替えて、先ほどと同様の多項ロジット

モデルを適用した結果である。父学歴「大学・大学院J層は、他の変数をコントロールし

でも「大学・大学院」を、「短大・高専」層は「短大・高専」を期待する傾向が強く、これ

らの点では学歴下降回避説に合う結果が得られている。ただし、これ以上進学せずとも下

降移動の回避されている父学歴「高校」層でも、高等教育進学期待が有意に高い点は、こ

の仮説では説明できない結果である。「大学・大学院」層が「短大・高専」を期待する傾向

が統計的に有意であるのも仮説に合わない結果と言える。むしろ、パラメータの値から一

貫して読み取れるのは、父親の学歴が高いほど、相対的に上位の学歴を求める傾向が強い

ということである。なお、職業期待の場合と同様、文化資本指標が統計的に有意な効果を

示している点は、改めて指摘しておきたい。

6. 職業期待の国際比較

上記の通り、日本の高校生の教育・職業期待に認められる階層差は、相対的下降回避説
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の論理にしたがって理解することは難しいように思われる。しかしながら、他の国々にお

いて行われた RRA仮説を検証する試みの中には、この仮説が妥当するという結論を導き

出しているものもある。このように異なる結論が得られた一因は、検討方法（データの性

質から分析手法まで）の違いにあると考えられるが、分析対象とした国自体の違いに起因

する可能性もある。幸い PISA調査は各国において同様の方法によって行われるよう配慮

がなされているため、同一の分析手法を用いれば前者に起因する結果の揺れを統制するこ

とができる。したがって、最後に国際比較を行うこととしよう。

比較対象は実証データによる RRA仮説の検証が行われている国々が望ましい。ここで

は重要な研究成果が報告されている、ドイツ（Becker2003; Stocke 2007）、オランダ（Need

and de Jong 2000; Van de Werfhorst and Hofstede 2007）、デンマーク（Davis,Heinesen, 

and Holm 2002）を取り上げる。ちなみに、 Stocke(2007）を除くと、少なくとも部分的

には RRA仮説が支持されるとの結論が報告されている（荒牧 2010）。

｜図管理職回専門職閣準専門職日その他｜

ドイツ

管理職

専門職

準専門職

その他

オランダ

管理職

専門職

準専門職

その他

デンマーク

管理職

専門職

準専門職

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100弘

図 2 父職別にみた生徒の職業期待（ドイツ・オランダ・デンマーク）

これらの国々についても、初めに父親の職業別に子どもの職業期待を集計しよう（図 2）。

細かな分布の状況は、恐らく現実の職業構成や職業に対する評価などの相違を反映して、

ハ
υ
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国による違いが認められる。また、相対的に「管理職」や「準専門職」を期待する者の割

合が多い点は、 3国に共通した日本との違いと言える。しかしながら、全体に「専門職」

を期待する者が多く、父職「その他J以外では選択率が最も多いこと、および「準専門職」

の期待割合にはあまり大きな階層差が認められないことは、日本も含めた各国に共通して

いる。以上の結果からは、これら 3国においても、 15歳の職業期待形成の主要因として、

父職を基準とした下降移動回避を持ち出すのは不適切であるように思われる。ただし、ど

の国でも階層差は認められるので、その説明には RRA仮説が妥当する余地がある。

そこで日本の場合と同様の多項ロジットモデ、ルを適用してみた。表 4～6に示した結果

より、 3固とも父「専門職」層が「専門職」を期待する傾向が日本より顕著であり、「準専

門職」を比較基準にしても（各表の右端列）統計的に有意であることがわかる。しかし、

父「専門職」層が「準専門職」や「管理職」を期待していたり、「準専門職」層が「準専門

職」を特に期待していないなど、 RRA仮説の想定とは異なる傾向も認められる。結局、こ

れらの国でも RRA仮説を職業期待の階層差を生み出す主要なメカニズムとして強く主張

するのは難しいように思われる。

最後に日本との相違を確認すると、 1つには父職と生徒の職業期待との関連が強い傾向

にあるとは言えそうである。これらの国では職業階層のリアリティが日本より強く、それ

が生徒の期待形成にも影響していることが推察される。また、経済資本の効果は国によっ

て異なっているが、デンマークでは強い効果が確認できる点は大きな違いである。しかし、

そうした違いがあるにも拘わらず、 RRA仮説の妥当性については、日本と同様に否定的な

結論が得られたこと、「専門職J希望において文化資本が統計的に有意な効果を持つこと（た

だし、オランダの場合は 10%水準）が確認された点は強調しておく必要があるだろう。

7. 考察

現代の日本社会において、父親の職業と高校生の職業期待には、他の変数をコントロー

ルしでも一定の関連が認められた。しかしながら、それを RRA仮説の論理に従って理解

するのは無理があると判断された。同様にして、高校トラックや学力などをコントロール

しでも教育期待の階層差が観察されたが9、それらを生みだす主たるメカニズムとして学歴

下降回避説を主張するのは難しいと判断された。以上が本稿の分析から導かれた結論であ

る10。職業期待と教育期待のいずれに関しても、日本の高校生の場合、〈親の階層的地位と

比べて下降移動を回避する心理〉が期待の階層差を生み出す主要なメカニズムであるとは

判断し難い。また、国際比較分析の結果、階層リアリティが日本より明確に存在すると考

えられるドイツ、オランダ、デンマークの場合には、親の職業と生徒の期待との関連がよ

り強く認められたものの、 RRA仮説の妥当性については日本と同様の結論が導かれた。

t
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表4 ドイツにおける職業期待の多項ロジット
再掲

管理職 専門職 準専門職 （準専門職基準）
専門職

学力 . 08 . 25 ** . 08 ** . 17 ** 
女子ダミー . 41 + . 21 + . 27 * 一.07 
経済資本 . 09 一.01 . 01 一.02 
文化資本 . 01 . 18 ** . 07 + . 10 * 
学校ランク . 47 ** . 46 ** . 20 ** . 26 ** 
職業学科ダミー . 77 一.35 一.78 + . 43 
都市規模 . 26 * . 29 ** . 12 * . 17 * 
父親の職業

管理職 1. 65 ** . 69 ** . 46 * . 24 
専門職 . 24 1. 07 ** . 44 * . 62 ** 
準専門職 . 45 . 23 . 20 . 03 

定数 -4. 56 ** -3. 09 ** -1. 40 ** -1. 69 ** 
Pseudo R2 =. 135 基準カテゴリーは「その他J。右端は「準専門Jを基準にした場合。
N二 2,586 ** pく.01 * pく.05 十 pく.10 

表5 オランダにおける職業期待の多項ロジット
再掲

管理職 専門職 準専門職 （準専門職基準）
専門職

学力 . 08 ** . 23 ** . 12 ** . 11 ** 
女子ダミー . 46 ** . 70 ** . 43 ** . 27 ** 
経済資本 . 20 * . 01 . 02 一.01 
文化資本 一.01 . 08 + . 07 + . 00 
学校ランク . 23 ** . 39 ** . 09 . 31 ** 
職業学科ダミー 一.69 ** 一.84 ** . 67 ** 一.16 
都市規模 . 40 ** . 44 ** . 20 ** . 24 ** 
父親の職業

管理職 . 65 ** . 20 . 12 . 09 
専門職 . 63 ** . 92 ** . 58 ** . 34 * 
準専門職 . 10 . 28 + . 18 .10 

定数 -1. 82 ** -2. 15 ** . 51 + -1. 64 ** 
Pseudo R2=. 136 基準カテゴリーは「その他」。右端は「準専門」を基準にした場合。

N=3, 765 ** pく.01 * pく.05 + pく.10 

表6 デンマークにおける職業期待の多項ロジット
再掲

管理職 専門職 準専門職 （準専門職基準）
専門職

学力 . 25 ** . 40 ** . 20 ** . 19 ** 
女子ダミー . 01 . 70 ** . 15 . 55 ** 
経済資本 . 52 ** . 34 ** . 20 * . 15 + 
文化資本 . 03 . 13 ** . 05 . 08 + 
学校ランク . 18 * . 29 ** . 29 ** . 00 
職業学科ダミー 一.41 ** 一.96 ** 一.13 一.83 ** 
都市規模 . 10 . 01 一.11 . 12 + 
父親の職業

管理職 . 95 ** . 30 * . 32 * 一.03 
専門職 . 49十 . 90 ** . 55 * . 35 + 
準専門職 . 27 . 56 ** . 52 ** . 05 

定数 -1. 53 ** 一.75 ** -1. 27 ** . 52 * 
Pseudo R2=. 192 基準カテゴリーは「その他」。右端は「準専門」を基準にした場合。

N=3,448 ** pく.01 * pく.05 + pく.10 
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一方、高校生の職業期待と父親の職業との聞に一定の関連が認められたこと、それが父

学歴をベースとした疑似相関ではないと判断されたことは、高校生が父親の職業との類似

性を考慮、して職業期待を形成している可能性を示している。ただし、ここでの分析はデー

タの限界から職業分類が非常に粗いため、この点については別のデータによって改めて検

討する余地が大きいと言える。

以上の結論を受けて今後どのような展開が求められるだろうか。 1つの大きな課題はよ

り適切な説明やモテ、ルの模索で、あろう。職業期待にしても教育期待にしても、分析結果か

ら共通して読み取れたのは、必ずしも下降移動回避という消極的な動機説からは説明でき

ない、「より良しリあるいは「より望ましし1」地位を目指そうとする志向性であった。ここ

から、期待の階層差が生まれるのは、その「良さJや「望ましさ」の判断やスコープの決

定に、親の職業や学歴が関与しているからだと考えられないだろうか。

こう考えた場合に残された次の課題は、そうした関連がなぜ生じるかを説明することで

ある口ここで「良さ」や「望ましさ」の判断に家庭の文化的背景が関与していると考える

と、文化資本論的な説明が妥当することになる。本稿の分析でも、必ずしも Bourdieuの

想定とは一致しないが、文化資本変数が統計的に有意な独自の効果を示しており、文化資

本論的な解釈に一定の実証的根拠を与えている。しかし一方では、そうした文化の違いを

持ち出さずに説明できる余地も残されている。文化資本変数の効果をコントロールしでも

なお階層変数自体の直接的な効果が残されていたという分析結果は、そうした可能性も追

求すべきことを要請する 110

ところで、初めに紹介したとおり、 RRA仮説では下降回避傾向自体には階層差がないと

想定している。これと同様に考えると、「良さ」を目指す傾向に階層差はなく、ただ社会的

位置に応じてその範囲や対象が異なるだけだという主張も成り立ちうる。所属階層によっ

て階層のあり様に関するイメージ（認識）が異なるとする高坂（2000）の理解を参考にす

れば、たとえ同じ志向性をもっていたとしても、社会的位置に応じて期待の範囲や内容が

異なるという主張もあり得るだろう。また、人は現状を少し上回る所得水準を求めるとい

う実証的知見について数理モデルによる説明を試みた浜田と石田（2010）や、彼らがベー

スにした盛山（1981）のアスピレーション最適化理論12を参考にすれば、自分の社会的位

置づけに応じて少し高い期待水準を設定することも、 RRA仮説とは違った形で、合理的選

択理論の枠組から説明できる余地がある。以上の考察は RRA仮説や学歴下降回避説の主

張する よ うな相対的下降移動回避ではなく、相対的上昇移動志向（ Relative 

Upward圃 mobilityOrientation）に注目したモデルとして要約できる。見方によっては、

どちらも同じようなものかもしれないが、これから地位達成を行おうとする青少年の主観

的な意識のリアリティを表すには、後者の RUOモデ、ルに軍配が上がると思える 130

以上の議論は高校生の職業期待を地位達成の枠組からとらえたものであるが、先に引用

したように、高校生の職業期待には自己実現志向など地位達成とは別の論理も作用してい

っδ1
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るとの指摘がある。これについては「良さ」や「望ましさJの評価軸が地位達成に限られ

ない（＝自己実現軸も存在する）と考えれば、基本的には上記の枠組みに含めて理解する

ことができる。ただし、自己実現志向の分布には階層差が認められない（荒牧 2002）と

いう報告もある。したがって、この点は高校生の期待形成の階層化とは別の問題として考

えるべきだというのが 1つの解釈である。ただし、仮に同様の自己実現志向を持っていた

としても、社会的位置に応じて職業（階層）の認知（自己実現を可能とする職業として何

を想起するか）に違いがあり、結果的に期待する職業も異なると考えれば、これも階層化

の枠組で理解できる余地がある。

以上、あまり熟さない「思いつきJを書き並べすぎた嫌いもあるが、これらの推論の妥

当性を検討していくことを今後の課題としたい。

＜注＞

1 その他、 RRA仮説を実証的に検証しようとする研究のレビューとしては荒牧（2010)

を参照されたい。

2 本文に引用した先行研究では、何らかの形で地位達成や教育達成に関わる志向性を直

接測定した結果を用いて分析しているが、後述の通り、本稿では異なるアプローチをと

っている。そうした価値志向を直接に測定する調査を行う必要性を判断するためにも、

RRA仮説が想定するような関連が認められるか否かを検討しているわけである。

3 ただし、古川は階級（職業）継承ではなく、学歴継承自体が重要なメカニズムである

と考えているので、データの限界という消極的な理由から、階級の代理指標として親学

歴を使用する研究にこの名称を適用するのは不適切かもしれない。

4 Boudonは 1次効果を「階級ごとに学業成績の分布が異なること Jによって、 2次効

果を「同じ成績であっても階級によって残存率が異なること」によって表現したモデ、ル

を用いたシミュレーション分析を行い、このモデ、ルが過去の教育統計に現れる諸傾向と

一致する結果をもたらすこと、また仮に第 1の文化的不平等を完全に除去しでも、第 2

のメカニズムによって大きな不平等が生み出され得ることを明らかにし、第 2のメカニ

ズムの重要性を主張した。

5 ただし、 2003年データには wealth変数が用意されていないので、 wealthの構成変数

のうち、 2003年データにも含まれる「自分の部屋」「インターネットの回線J「食器洗い

機」の主成分得点を経済的資源の指標として用いた。 2006年の wealth変数には、「デ

ジタルカメラJ「携帯電話・ PHSJ 「自動車Jなども含まれているため、 2003年データ

と2006年データの分析では異なる変数を用いていることに注意が必要である。

6 PISAの学習到達度調査は、部分的に内容の異なる 13種類の問題冊子を用いて実施さ

れており、それぞれの生徒が解答する内容は割り当てられた冊子によって異なっている。
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そのため学力（学習到達度）については、項目反応理論に基づき、各科目について 5つ

の推定値（plausiblevalue）を算出している。ここでは、すべての推定値（15変数）に

主成分分析を行った結果を用いた。ちなみに、第 1主成分の固有値は 12.6、寄与率は

84%であった。詳しくは、国立教育政策研究所（2007）を参照のこと。

7 具体的には、 10%tile、25%tile、50%tile、75%tile、90%tileの 5分位点を区切りと

する 6階層に分け、下から順に 1～6の値を与えた。

8 「1万 5千人未満」「1万 5千人～10万人未満」「10万人～100万人未満」「100万人以

上」の 4区分に対し、！｜慎に 1～4を与えた。

9 藤原（2009）は、高校生とその親を対象とした調査データに対して、相互依存モデ、ル

という分析手法を適用して、親子それぞれの教育期待に独自の影響を与える要因を検討

し、高校生の期待には成績や高校の偏差値など子ども自身や学校に関する要因が作用し、

階層的な要因は親の期待にのみ影響する（ただし親の職業でなく学歴のみが有意）とい

う興味深い結果を報告している。仮に、この結果が一般的にあてはまるものであるとす

れば、本稿で観察された高校生の期待における階層差は、データに親自身の回答が含ま

れていないことに起因する疑似相関に過ぎない可能性がある。

10 なお、本稿の分析は「父親」の職業との対応関係を検討したにすぎないため、生徒の

性別を考慮すると異なる結論が得られる可能性がある。

11 もちろん、ここでの文化資本の測定や効果の推定が不十分・不適切であるという主張

も成り立ちうる。

12 これはアスピレーション水準の設定を心理的損失と心理的利得の合理的計算という

観点から説明しようと試みたものである。ちなみに、前者には、高いアスピレーション

による不満と緊張、予感的挫折感（失敗の主観的確率・望む対象の意味の大きさ）等を、

後者には、高いアスピレーションによる生活の充実感・能動性、予感的期待利得（実利・

達成自体の満足・望む対象の意味の大きさ・達成の主観的確率）等を想定している。

13 ここで主張している RUOは単に下降回避を上昇志向に言い換えたに過ぎないわけで

はない。 RRAが階級的位置のみに準拠するのに対し、 RUOは選抜プロセスにおける経

験や社会化による変化を前提としている。
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